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令和８年５月版 

緊急通報体制等整備事業の沿革･実績･分析(敬称略） 

１.最善の緊急通報体制等整備事業 

 (1)最善の緊急通報事業 

自治体が緊急通報事業を実施した当初は大半の消防署が直接受信していましたが、救 

助を要する正通報を大幅に超える誤通報が発生しました。 

本来、人命救助には真摯に対処する消防署は、止むを得ず直接受信から漸次離脱せざ 

るを得なかったことから、民間受信に移行していきました。 

消防署が直接受信してから救助者に到着するまでに要する全国の平均時間は約９分で 

すが、民間受信の媒介に要する時間は救助に致命的な要因になり得ます。 

誤通報を皆無にできれば、最も迅速･適確に人命救助できる消防署の直接受信による 

緊急通報事業が最善です。 

(2)民間受信の媒介所要時間 

  次は緊急通報の受信時に正通報と判断できる場合の媒介所要時間です。 

  ①緊急通報の受信後に利用者に呼び掛けた際、利用者が電話またはスピーカーホン   

で救急出動を要請した場合でも５分程度を要します。 

②緊急通報の受信後にスピーカーホンのモニター機能により、利用者に緊急事態が発 

 生したと判断できた場合には 10 分程度を要します。 

次は緊急通報の受信時に正通報と判断できない場合の媒介所要時間です。 

  ①警備会社の場合は、緊急通報の受信後に利用者を訪問して状況確認ができるまでに 

警備業法の規定内契約では 25 分、規定外契約では 25 分以上を要します。 

②受信会社の場合は、緊急通報の受信後に訪問を依頼した親族･協力者が、利用者の状 

 況確認ができるまでに相当な時間を要します。 

 (3)最善の見守り事業 

  地域支援事業の施行後に各職種の事業者が見守り事業に参入しましたが、利用者を救 

  助できる業務形態ではありません。 

24 時間･365 日、利用者の安否確認ができる業務形態で、緊急事態の発生時には救助 

もできる緊急通報の事業者による見守り事業が最善です。 

２.緊急通報事業の条件 

(1)消防署直接受信の条件 

平成 10 年、千葉県の消防署から、対処に苦慮していた他社製通報機器の誤通報につい 

て、次の事項を条件に消防署の直接受信を継続する了承を得ました。 

①本来の業務である緊急通報に使用する通報機器は誤通報の防止対策を講じること。 

②本来の業務ではない緊急通報以外の相談通報などは受信を中止すること。 

(2)誤通報の防止対策 

  当社は消防署と利用者の協力を得たうえで、既設の他社製通報機器について誤通報の 

検証を実施しました。 
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通報機本体は電話機の一体型と別置型があり、全て据置き型であるため、誤通報の発 

生は次の要因でした。 

①電話機を操作しているときに緊急ボタンを誤って押した。 

②相談ボタンを押すときに隣接の緊急ボタンを誤って押した。 

③利用者やペットが緊急ボタンを踏んだ。 

無線発信器は首に掛けるペンダント型であり、緊急ボタンが過度に押し易い構造であ

るため、誤通報の発生は次の要因でした。 

①掃除などの作業中また転んだときに緊急ボタンを誤って押した。 

②掃除などの作業中また転んだときに緊急ボタンが柱･家具等に当たった。 

③就寝時に寝床の前に置いてあった緊急ボタンをトイレなどに行くときに踏んだ。 

他社製通報機器の検証結果から、当社製通報機器は次の仕様で改良･開発して、誤通報 

を防止することにしました。 

 ①通報機本体は電話機とは別置型にし、壁･柱等の取付け型にしました。 

②無線発信器は緊急ボタンを押すことが困難でない程度の構造にしました。 

  当社製の試作通報機器による相当期間の試験運用を経て、消防署は誤通報の激減を確 

証できたため、直接受信の継続を了承しました。 

(3)緊急通報以外の受信中止 

  当社は自治体の委託があれば別途費用で次の対処を行うことにしました。 

①緊急通報以外の受信業務を受託する。 

②通報試験の受信業務を受託し、その際に利用者に救急出動が必要な緊急通報以外は 

当社または自治体に連絡することを徹底指導する。 

３.緊急通報体制等整備事業の開始 

 (1)緊急通報事業の開始 

当社は千葉県の消防署からの条件を全て完備して、平成 11 年から消防署の直接受信に 

特化した緊急通報事業を開始しました。 

 (2)見守り事業の開始 

 当社は令和元年から利用者が費用を負担する 24 時間･365 日、利用者の安否確認がで 

きる見守り事業を開始しました。 

４.緊急通報体制等整備事業の実績 

 (1)千葉県の１自治体 

平成 11 年に導入され、消防署のセンター装置を交換設置、利用者は一斉に全て当社製 

通報機器に交換設置して、消防署の直接受信による緊急通報事業は継続されています。 

 (2)埼玉県の４自治体 

平成 11 年に誤通報を理由に消防署が直接受信から離脱を検討していた自治体と消防 

署を訪問して、千葉県での導入経緯を説明しました。 

誤通報の激減が確証できるまでは、第１と第２通報先に親族･協力者を設定、第３通報 

先に消防署を設定する形態で消防署から直接受信を継続する了承を得ました。 

消防署のセンター装置を交換設置、利用者は一斉に全て当社製通報機器に交換設置し 

ました。 
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平成 14 年に消防署から第１と第２通報先に要している時間についての問合せがあり、 

最長で約７分要することを回答しました。 

消防署から約７分は救助に致命的な要因になり得るため、平成 15 年から第１と第２ 

通報先を廃止して、消防署の直接受信に変更する指示を受けました。 

消防署の直接受信による緊急通報事業は継続され、令和元年から開始した見守り事業 

も継続されています。 

(3)鹿児島県の５自治体 

平成 12 年に導入され、消防署のセンター装置を交換設置、利用者は一斉に全て当社製 

通報機器に交換設置しました。 

平成27年に消防署の広域化に伴い主管消防署の119番総合指令台による直接受信に変 

更、センター装置は市役所に移設して継続使用されています。 

主管消防署の 119 番総合指令台と市役所のセンター装置を併用する、直接受信による 

緊急通報事業は継続されています。 

(4)埼玉県の３自治体 

平成 14 年に導入され、消防署のセンター装置を交換設置、利用者は順次に全て当社製 

通報機器に交換設置して、消防署の直接受信による緊急通報事業は継続され、令和元 

年から開始した見守り事業も継続されています。 

(5)埼玉県の９自治体 

平成 15 年に導入され、消防署のセンター装置を交換設置、利用者は順次に全て当社製 

通報機器に交換設置して、消防署の直接受信による緊急通報事業は継続され、令和元 

年から開始した見守り事業も継続されています。 

(6)愛知県の１自治体 

平成 21 年に導入され、消防署はセンター装置を交換設置、利用者は順次に全て当社製 

通報機器に交換設置しました。 

平成 27 年の消防署の広域化に伴い、主管消防署の 119 番総合指令台による直接受信に 

変更、センター装置は市役所に移設して継続使用されています。 

主管消防署の 119 番総合指令台と市役所のセンター装置を併用する、直接受信による 

緊急通報事業は継続されています。 

(7)愛知県の１自治体 

  平成 22 年に導入され、消防署のセンター装置を交換設置、市役所にセンター装置を新 

規設置、利用者は一斉に全て当社製通報機器に交換設置しました。 

平成 27 年の消防署の広域化に伴い、主管消防署の 119 番総合指令台による直接受信に 

変更、消防署と市役所のセンター装置は継続使用されています。 

主管消防署の 119 番総合指令台および消防署と市役所のセンター装置を併用する、直 

接受信による緊急通報事業は継続され、令和元年から開始した見守り事業も継続され 

ています。 

 (8)岐阜県の１自治体 

平成 22 年に導入され、消防署のセンター装置を交換設置、利用者は順次に全て当社製 

通報機器に交換設置しました。 
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令和５年の消防署の広域化に伴い、119 番総合指令台による直接受信に変更、センタ 

ー装置は消防署で継続使用されています。 

消防署の 119 番総合指令台とセンター装置を併用する、直接受信による緊急通報事業 

は継続されています。 

 (9)静岡県の１自治体 

平成28年に主管消防署が119番総合指令台により直接受信していた自治体に導入され、 

町役場のセンター装置を交換設置、利用者は一斉に全て当社製通報機器に交換設置し 

ました。 

主管消防署の 119 番総合指令台と町役場のセンター装置を併用する、直接受信による 

緊急通報事業は継続されています。 

(10)静岡県の５自治体 

令和元年に主管消防署が 119 番総合指令台により直接受信していた自治体に導入され、 

主管消防署のセンター装置を交換設置、利用者は一部を除き一斉に全て当社製通報機 

器に交換設置しました。 

主管消防署の 119 番総合指令台とセンター装置を併用する、直接受信による緊急通報 

事業は継続されています。 

 (11)埼玉県の２自治体(１自治体は中核都市) 

令和６年に導入され、主管消防署のセンター装置を交換設置、利用者は順次に当社製 

通報機器に交換設置しています。 

  令和８年、主管消防署の移転に際して、119 番総合指令台による直接受信に変更して、 

  主管消防署の 119 番総合指令台と通報センター装置の併用に変更する予定です。 

５.取引先消防署の見解と姿勢 

本来、消防署は何人の如何なる緊急通報にも真摯に対処する服務規定があることから、 

自治体は随意に緊急通報事業の受信先を消防署にすることができます。 

また、現状は緊急通報事業の利用者以外からの 119 番受信でも、人生相談通報･いたずら 

通報などは皆無ではありません。 

当社の取引先消防署は、誤通報が激減し緊急通報以外の受信を中止したため、本来の業 

務である人命救助のために緊急通報事業の直接受信を長期にわたり継続しています。 

また、取引先消防署は緊急通報事業をより最善にするため、定期的に自治体との合同会 

議を開催しています。 

６.取引先消防署の受信対処法 

 当社の取引先消防署は、誤通報が激減したため、利用者からの緊急通報を受信したとき、 

 正通報と判断できない場合でも通報に相当な疑義がある場合を除いて、登録されている 

親族･協力者に訪問を依頼することなく、救急車と救助車を出動させています。 

また、５万円上限の家屋損害補償で修理できるため、出動した利用者宅が施錠されてい 

る場合は躊躇することなく、窓やドアを損壊して利用者を救助しています。 

７.緊急通報事業の受信種別と受信件数 

下表は当社製通報機器を全ての利用者に設置している埼玉県の11自治体を管轄する３消 

防署の直近５年間の通報試験を除く受信種別と受信件数です。 
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８.受信種別の説明 

(1)火災通報 

 火災の緊急通報を受信して利用者宅または近隣宅に消防車と救助車と救急車を出動さ 

せた通報です。 

(2)救助通報 

 宅内事故などの緊急通報を受信して利用者宅に救助車と救急車を出動させた通報です。 

(3)救急通報 

 急病などの緊急通報を受信して利用者宅に救急車と救助車を出動させた通報です。 

 (4)間違通報 

 緊急通報を受信したが利用者が消防署からの呼び掛けに応答して、救急出動には至ら 

なかった通報また救急安心センター事業(#7119)に該当する通報です。 

(5)問合せ通報 

  緊急通報を受信したが本来は自治体または当社に問合わせする内容の通報です。 

(6)その他通報 

誤通報は緊急通報を受信して呼び掛けにも応答しないため救急出動したが、緊急事態 

の発生ではなかった通報です。 

その他通報には誤通報の他に落雷通報、また本来は警察に通報する侵入犯罪の通報な 

ども含まれます。 

その他通報の備考欄に記載された内容から推計すると、誤通報は救急通報の５％程度 

に減少しています。 

認知症が進行して誤通報を繰り返す利用者については、自治体と協議のうえ通報機器 

を撤去するまで誤通報を防止するための適切な対処をしています。 

９.緊急通報事業の救助者  

下表は当社製通報機器を全ての利用者に設置している全国の当社取引先自治体を管轄す 

る消防署が救急出動して、病院に搬送した直近５年間の救助者です。 

 

 

 

 

4,619 4,634 4,607 4,479 4,197 22,536

(1)火災通報 1 4 2 1 0 8 1.6 0.1

(2)救助通報 1 0 4 5 3 13 2.6 0.2

(3)救急通報 480 571 632 583 498 2,764 552.8 46.1

(4)間違通報 350 324 323 326 260 1,583 316.6 26.4

(5)問合せ通報 25 40 41 56 42 204 40.8 3.4

(6)その他通報 39 43 49 48 74 253 50.6 4.2

896 982 1,051 1,019 877 4,825 965.0 80.4

期末の設置台数

受
信
種
別
･
件
数

合計受信件数

年間
平均
件数

月間
平均
件数

令和
３年度

令和
４年度

令和
５年度

令和
７年度

左記合計
台数･件数

令和
６年度
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10.見守り事業の救助者 

 無線発信器を押すこともできない心疾患を発症した利用者、また無線発信器を携行して 

 いないときに大腿骨を骨折した利用者を救助しました。 

11.緊急通報体制等整備事業の利用者と事業費 

利用者は原則的に独居高齢者であり、下表は当社が下記の算出方法で試算した令和２年 

の全国自治体と取引先自治体の利用者と利用者負担金を考慮しない事業費です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省の国勢調査に基づく平成 17 年の独居高齢者と比較すると、令和２年の独居高齢 

者は、{672 万人(令和２年)÷387 万人(平成 17 年)}＝1.74 倍になります。 

平成 17 年の緊急通報体制等整備事業費は約 100 億円であることから、令和２年の事業 

費は、{約 100 億円(平成 17 年)×1.74 倍(増加率)}＝約 174 億円と推計されます。 

全国自治体の民間受信に移行した緊急通報体制等整備事業に係る利用者の標準年額費 

は、{2,800 円(月額業務料/１人)×12 ケ月}＝33,600 円と推測されます。 

令和２年の全国自治体の利用者は、{約 174 億円(事業費)÷33,600 円(標準年額費/1 人) 

＝52 万人と推計されます。 

取引先自治体の消防署による直接受信の緊急通報体制等整備事業に係る利用者の標準 

年額費は、{670 円(通報機器の７年月額賃借料/１人)＋750 円(月額定額業務料/１人) 

＋480 円(自治体負担の月額見守り業務料/１人)}×12 ケ月＝22,800 円です。 

取引先自治体は利用者率が全国自治体より３％以上高率にもかかわらず、標準年額事 

業費は約 32％安価なため、事業費総額は相当な金額を削減できます。 

関東地区 379人 434人 496人 486人 396人 438.2人

中部地区 128人 134人 136人 130人 104人 126.4人

九州地区 33人 38人 41人 36人 29人 35.4人

合計人数 540人 606人 673人 652人 529人 600.0人

５年間平均
救助者

令和３年度
救助者

令和４年度
救助者

令和５年度
救助者

令和７年度
救助者

令和６年度
救助者

1,817 672万人 52万人 7.74% 33,600円 174.72億円

千葉県 1 2,524人 248人 9.83% 22,800円 565万円

埼玉県 12 45,265人 4,954人 10.94% 22,800円 11,295万円

静岡県 6 5,979人 314人 5.25% 22,800円 716万円

愛知県 2 5,276人 803人 15.22% 22,800円 1,831万円

岐阜県 1 3,338人 464人 13.90% 22,800円 1,058万円

鹿児島県 1 3,039人 408人 13.43% 22,800円 930万円

合計 23 65,421人 7,191人 10.99% 22,800円 16,395万円

全国自治体

取
引
先
自
治
体

自治
対数

独居
高齢者

事業
利用者

独居者の
利用者率

１利用者の
標準年額費

自治体の
年額事業費


